
平
成
20
年
度
決
算
に
基
づ
く
財
政
健
全
化
判
断
比
率
等
を
公
表
し
ま
す

　

平
成
21
年
４
月
か
ら
本
格
施
行
さ
れ
た「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
」

に
よ
り
、
地
方
公
共
団
体
は
毎
年
度
、
決
算
に
基
づ
い
て
健
全
化
判
断
比
率
な
ど
を
算
定
し
、

監
査
委
員
の
審
査
、
意
見
を
付
け
て
議
会
に
報
告
す
る
と
と
も
に
、
市
民
の
皆
さ
ん
に
公
表
す

る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　

市
の
平
成
20
年
度
決
算
に
基
づ
く「
健
全
化
判
断
比
率
」と
水
道
、
下
水
道
、
病
院
な
ど
の
公

営
事
業
会
計
の「
資
金
不
足
比
率
」は
次
の
と
お
り
で
す
。

都
留
市
の
一
般
会
計
等
の

　

赤
字
は
ど
の
く
ら
い
？

①
実
質
赤
字
比
率
→
赤
字
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

福
祉
、
教
育
、
ま
ち
づ
く
り
な
ど
の
行
政

サ
ー
ビ
ス
を
行
う
地
方
公
共
団
体
の
一
般
会

計
等
の
赤
字
額
が
標
準
財
政
規
模
に
占
め
る

割
合
で
す
。
こ
の
比
率
が
高
く
な
る
ほ
ど
、

赤
字
の
程
度
が
大
き
い
と
い
う
こ
と
に
な
り

ま
す
。

都
留
市
全
体
で
赤
字
は
ど
の
く
ら
い
？

②
連
結
実
質
赤
字
比
率
→
赤
字
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

一
般
会
計
等
と
、
公
営
事
業
会
計（
国
民
健

康
保
険
・
介
護
保
険
な
ど
）を
含
む
全
て
の
会

計
の
赤
字
と
黒
字
を
合
せ
て
計
算
し
た
赤
字

額
が
標
準
財
政
規
模
に
占
め
る
割
合
で
す
。

実
質
赤
字
比
率
同
様
、
比
率
が
高
い
ほ
ど
赤

字
の
程
度
が
大
き
い
と
い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

借
金
の
返
済
な
ど
に

　

ど
れ
く
ら
い
払
っ
て
い
る
の
？

③
実
質
公
債
費
比
率
→
17
・
９
％
で
す
。

　

一
般
会
計
等
が
負
担
す
る
公
債
費（
借
入
金

の
返
済
額
）や
公
営
企
業
会
計
の
公
債
費
に
あ

て
る
繰
出
金
な
ど
が
、
標
準
財
政
規
模
を
基

本
と
し
た
額
に
占
め
る
割
合
で
す
。
こ
の
比

率
が
高
ま
る
と
自
由
に
使
え
る
お
金
が
少
な

く
な
り
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
低
下
を
招
く
恐

れ
が
あ
り
ま
す
。

今
後
、
ど
の
く
ら
い
の

　

負
担
が
見
込
ま
れ
る
の
？

④
将
来
負
担
比
率
→
１
２
３
・
０
％

　

一
般
会
計
等
の
借
入
金（
地
方
債
）
や
契
約

な
ど
で
支
払
い
を
約
束
し
た
も
の
が
、
標
準

財
政
規
模
を
基
本
と
し
た
額
に
占
め
る
割
合

健
全
化
判
断
比
率
の
分
析

い
ず
れ
の
指
標
も
、
早
期
健

全
化
基
準
を
大
き
く
下
回

り
、
都
留
市
の
財
政
は

健
全
と
言
え
ま
す
。

年度 都留市 経営健全化基準
⑤
資
金
不
足
比
率

水道事業会計 H20 － 20.00
H19 － 20.00

病院事業会計
H20 － 20.00
H19 － 20.00

簡易水道事業特別会計 H20 － 20.00
H19 － 20.00

下水道事業特別会計 H20 － 20.00
H19 － 20.00

　 年度 都留市 早期健全化基準 財政再生基準

①実質赤字比率 H20 － 13.86 20.00
H19 － 13.88 20.00

②連結実質赤字比率 H20 － 18.86 40.00
H19 － 18.88 40.00

③実質公債費比率 H20 17.9 25.00 35.00
H19 19.1 25.00 35.00

④将来負担比率 H20 123.0 350.0
H19 126.0 350.0

●表1　都留市の健全化判断比率の状況　　                                （単位：％）

※実質赤字比率と連結実質赤字比率は、赤字額がないため、「－」と表示してあります。
◎「早期健全化判断基準」
　上記①～④の比率のうち 1つでも早期健全化基準を超るとイエローカードにあた
　る「早期健全化団体」となり、財政健全化計画を策定し、自主的な改善努力で財政
　健全化に取り組むこととなります。
◎「財政再生基準」
　上記①～③の比率うち 1つでも財政再生基準を超えるとレッドカードにあたる
　「財政再生団体」となり、財政再生計画を策定し、国などの関与による確実な再生
　に取り組むこととなります。

※資金不足比率は、資金不足がないため、「－」と表示してあります。
◎「経営健全化基準」
　「早期健全化基準」に相当するもので、各公営企業会計の資金不足比率がこの基準
　を超えた場合、経営健全化計画の策定が義務づけられます。

上
記
③
実
質
公
債
費
比

率
は
、
17
・
９
％
で
、

前
年
度
よ
り
も
１
・
２

ポ
イ
ン
ト
減
少
し
ま
し

た
。
今
後
も
経
営
の
健

全
化
を
進
め
る
こ
と
に

よ
り
数
値
は
低
く
な
る

見
込
み
で
す
。

上
記
④
将
来
負
担
比

率
は
、
１
２
３
・
０
％

で
、
早
期
健
全
化
基
準

（
３
５
０
％
）を
大
き
く

下
回
っ
て
い
ま
す
。

で
す
。
こ
の
比
率
が
高
く
な
る
ほ
ど
、
将
来

に
お
け
る
財
政
を
圧
迫
し
、
行
政
サ
ー
ビ
ス

の
低
下
を
招
く
恐
れ
が
あ
り
ま
す
。

公
営
企
業
の
資
金
不
足
は
ど
の
く
ら
い
？

⑤
資
金
不
足
比
率
→
資
金
不
足
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

公
営
企
業
の
資
金
不
足
額
が
、
公
営
企
業

の
事
業
規
模（
通
常
の
営
業
で
見
込
ま
れ
る
一

年
間
の
収
入
額
）に
占
め
る
割
合
で
す
。
こ
の

比
率
が
高
く
な
る
ほ
ど
料
金
収
入
な
ど
で
資

金
不
足
を
解
消
す
る
こ
と
が
難
し
く
な
り
ま
す
。

　

都
留
市
の
平
成
20
年
度
決
算
に
基
づ
く
健

全
化
判
断
比
率
等
は
、
表
１
の
と
お
り
、
い

ず
れ
も
早
期
健
全
化
基
準
ま
た
は
財
政
再
生

第３セクターなど
都留市土地開発公社
（株）都留市観光振興公社
（財）都留楽友協会

大月都留広域事務組合
山梨県東部広域連合
山梨県市町村総合事務組合
山梨県市町村自治センター
山梨県後期高齢者医療広域連合

一部事務組合など

一般会計等

一般会計

公営事業以外の特別会計
　（大学、住宅新築資金、温泉事業）

公営事業会計
国民健康保険、介護保険、老人保健、
介護サービス、後期高齢者医療

公営企業会計
　（水道、簡易水道、下水道、病院）

④
将
来
負
担
比
率

②
連
結
実
質
赤
字
比
率

①
実
質
赤
字
比
率

③
実
質
公
債
費
比
率

表２  
●健全化判断比率及び資金不足比率の対象範囲

⑤
資
金
不
足
比
率

基
準
を
大
き
く
下
回
り
、
財
政
は「
健
全
」
と

言
え
ま
す
。

　

し
か
し
、
今
後
も
厳
し
い
財
政
状
況
が
予

想
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
引
き
続
き
歳
出
の
抑

制
を
図
り
、
将
来
負
担
の
適
正
化
に
努
め
て

い
き
ま
す
。

　

都
留
市
の
全
会
計

に
お
い
て
、
黒
字
と

な
っ
て
い
ま
す
が
、

今
後
も
引
き
続
き
歳

出
の
抑
制
を
図
り
、

将
来
負
担
の
適
正
化

に
努
め
ま
す
。

　

市
民
参
加
型
市
場
公
募
債
と
は
、
市
民
の

皆
さ
ん
を
対
象
に
都
留
市
が
使
い
道
を
明
ら

か
に
し
て
発
行
す
る
債
券（
市
債
）
で
す
。
こ

の
債
券
は
、
市
の
事
業
に
関
心
を
持
っ
て
い

た
だ
き
、
市
政
へ
の
参
加
意
識
が
高
ま
る
こ
と

を
期
待
し
て
発
行
す
る
も
の
で
す
。
元
本
や
利

息
の
支
払
い
も
市
が
責
任
を
持
っ
て
行
う
安

全
で
確
実
な
債
券
で
す
。

　

平
成
18
年
１
月
に
発
行
し
た
第
１
回「
つ
る

の
お
ん
が
え
し
債
」（
発
行
額
１
、７
０
０
万

円
）に
は
、
多
数
の
応
募（
４
・
０
２
５
倍
）が

あ
り
、
そ
の
資
金
で
整
備
し
ま
し
た
全
国
初

の
開
放
型
下
掛
水
車「
元
気
く
ん
１
号
」
は
、

全
国
的
に
高
い
評
価
を
得
て
、
都
留
市
の
施

策
を
全
国
へ
発
信
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
市

民
の
水
環
境
の
保
全
に
向
け
た
関
心
は
高
ま

り
、
河
川
へ
の
ご
み
投
棄
は
減
少
し
ま
し
た
。

　

今
回
の
資
金
は
、
前
回
に
引
き
続
き
、
低

炭
素
都
市
の
実
現
に
向
け
た
取
り
組
み
を
進

め
る
た
め
、
都
留
市
中
央
に
建
設
予
定
の
開

放
型
上
掛
水
車「
元
気
く
ん
２
号
」の
資
金
と

し
て
活
用
し
ま
す
。
こ
の
建
設
に
よ
り
、
地

域
内
で
２
種
類
の
小
水
力
発
電
所
が
見
学
で

き
る
国
内
唯
一
の
ま
ち
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
発
電
し
た
電
力
は「
元
気
く
ん
１
号
」

と
と
も
に
、
市
庁
舎
の
使
用
電
力
の
一
部
を

賄
い
、
経
費
の
節
減
な
ど
、
環
境
に
や
さ
し

い
取
り
組
み
を
推
進
し
て
い
き
ま
す
。

問
合
先　

財
務
経
営
課　

財
務
担
当

発行日 平成22年3月（予定）
募集時期 平成21年12月ごろ（予定）
充当事業 家中川市民小水力発電所「元気くん 2号」建設事業
発行額 2,360万円（予定）
購入限度額 1人あたり 10万円以上50万円以下
発行価格 額面100円につき 100円
償還方法 5年満期で、満期日に満額返済します。利息は年２回受け取れます。

利率
販売直近の 5年利付国債の利率＋0.1％
※参考：平成21年10月20日発行の 5年利付国債の利率0.6％

購入対象者 20歳以上で都留市に住民票がある方
募集方法 往復はがきで申し込みいただき、応募者多数の場合は抽選を行います。
取扱金融機関 山梨中央銀行都留支店、禾生支店

～
あ
な
た
も
都
留
市
の
未
来
へ
投
資
し
て
み
ま
せ
ん
か
～

　

市
民
参
加
型
市
場
公
募
債

　
　

第
２
回「
つ
る
の
お
ん
が
え
し
債
」の
ご
案
内

　
　
　

家
中
川
小
水
力
市
民
発
電
所「
元
気
く
ん
２
号
」

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

の
建
設
資
金
と
し
て
活
用
し
ま
す
。

※詳細は広報つる 12月号、市ホームページでお知らせします。

（単位：％）
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